
地震防災対策のための地下構造データベースと強震動予測の高度化 
Database of Underground Structures for Earthquake Disaster Mitigation and Development of Advanced 

Strong Motion Prediction 
 

入倉孝次郎 1)，川辺秀憲 2)  
Kojiro Irikura, Hidenori Kawabe 

 
1) 京都大学，名誉教授 

愛知工業大学 地域防災研究センター，客員教授（愛知県豊田市八草町八千草 1247，irikura@geor.or.jp） 
 Professor Emeritus, Kyoto University 
 Aichi Institute of Technology Disaster Prevention Research Center, Adjunct Professor 
2) 京都大学 原子炉実験所，助手（大阪府泉南郡熊取町朝代西 2 丁目，kawabe@rri.kyoto-u.ac.jp） 
 Kyoto University Research Reactor Institute, Assistant Professors 
 
地下構造データベースは地震災害軽減対策のための強震動予測を行う上で最も重要な情報である。1995 年兵庫県南

部地震による大災害を契機として防災科学研究所による強震動観測網 (K-NET, KiK-net)の構築，気象庁や都府県によ

る震度計の設置により，全国的な高密度強震観測網が整備された。それと同時に深部堆積地盤構造の調査が南関東，

中部，近畿などの主要都市で行われているが，全国的に見ると一部の地域にとどまっている。堆積盆地および周辺域

で観測された強震動記録は地震動シミュレーションとの比較による堆積盆地構造の推定精度の検証にきわめて重要で

ある。大阪盆地を例にとると，これまで推定された堆積地盤構造に基づく地震動シミュレーション結果は観測記録の

主要動ではよく一致するが後続波を説明できないなどの問題がある。東南海・南海地震を対象として大阪盆地の長周

期地震動予測を行い，長周期構造物（高層・超高層ビルや免震構造物）の耐震性能を評価し，被害予測マップを作成

した。これらの被害予測や被害軽減対策の信頼性を高めるには地下構造モデルの高精度化が不可欠となる。 
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１．はじめに 
地球の地殻の最上部を構成する堆積地盤を含む地下構

造は地球物理学，地質学，地理学を含む地球科学の最も

重要な研究対象で，地下構造がわかることは，地震や火

山等の地下で生じている現象のメカニズム，プレート運

動に関係する地殻変動の解明，など種々の地球科学研究

の推進のみならず，地震防災など災害科学，地球工学，

都市計画，土地利用など人間の社会的活動に関係する幅

広い分野の研究の推進に波及効果をもつ。ここでは，こ

れらの多くの研究課題の中で地震災害の軽減対策上キー

となる強震動予測について，地下構造の重要性について

議論する。 
地震のときの揺れの大きさは堆積盆地の形状など地下

構造に依存していることはよく知られている。例えば，

1923 年関東地震のときに震度６強や震度７の地域は関

東平野およびその周辺域のなかでも完新世や後期更新世

に堆積した地盤に集中していた（諸井・武村, 2002）。1995
年兵庫県南部地震のとき，震源に近い阪神地域から淡路

島にかけて現れた「震災の帯」は地下の断層面での破壊

の進行と盆地端部付近の地下構造による波動伝播の相乗

的効果により帯状に強い揺れが生じたことによることが

明らかになった (入倉, 2002)。また，2003 年十勝沖地震

は新たな課題を突きつけている。この地震では，長周期

地震動により震源域から約 200 km も離れた苫小牧で石

油タンクが破損して大火災が発生するなど，これまでの

被害予測では想定されていなかった災害が引き起こされ

た(畑山・他, 2004)。このような被害の元となった長周期

地震動は，巨大地震によって生成され，大規模堆積盆地

によって強められ，長い継続時間の強震動となった。巨

大地震のときの長周期地震動が生成されることは地震学

的にはよく知られたことではあるが，それによる直接的

な被害はこれまで極めて少数の例しか報告されてなかっ

たために，地震防災の対策では殆ど考慮されてこなかっ

た。長周期地震動の定量的な予測のために不可欠な地殻

構造および浅部・深部地盤の地下構造の調査は未だ殆ど

行われていない，という事実は，日本の震災対策の問題

点を如実に示すものといえる。 
将来の大地震の災害軽減のための強震動予測を行なう

には，図 1 に示されるような枠組みによる震源情報収集，

強震動観測，それに地下構造調査が不可欠である。すな

わち，活断層や地震活動の調査に基づく活断層毎の地震

危険度評価，これまでの地震動記録のインバージョン解

析に基づく震源のモデル化，さらに震源域から都市域へ

の波動伝播を評価するための信頼性ある地下構造調査が

必要とされる。なかでも地下構造の情報は震源のメカニ

ズムや強震動記録の知見に密接に関連するもので，強震



動予測のための最も基礎的なものである。地震動計算の

ための震源のモデル化や震源から観測点までのグリーン

関数の評価の信頼性は地下構造の情報の精度に依存して

いる。過去の大地震の被害分布は将来の地震の震源特性

の推定や強震動の推定方法の有効性の検証に重要データ

であるが，地下構造の情報がなければその価値は半減し

てしまうことになる。 
本報告では，近年充実してきた強震動観測網で得られ

たデータに基づいて強震動予測のための地下構造研究の

現状を概括し，今後の展望を述べる。 
わが国の大都市（東京，大阪，名古屋など）が位置す

る平野の直下は，厚い堆積層に覆われていることが知ら

れている。厚い堆積層は，地震動を増幅させることから，

大都市の都市機能の地震リスクを評価する上で，盆地構

造を把握することは重要となる。これまで関東，大阪，

濃尾平野などでは地震動シミュレーションのための堆積

盆地の 3 次元地下構造モデルがいくつか提案されてい

るが，これらの地下構造モデルに基づく長周期地震動シ

ミュレーションの精度は，まだ十分とはいえず，新たな

地下構造探査や地震記録を用いたチューニングなどによ

りこれら 3 次元地下構造モデルの精度を高めていく必

要がある。近年，地方自治体等により堆積層の構造調査

や地震観測が精力的に実施され，地下構造に関するデー

タが蓄積されつつあり，それらを導入したより高精度な

3 次元地下構造モデルに基づく長周期地震動の予測が望

まれている。 
 
２．強震動観測と記録の特徴 
日本における強震動観測は，1995 年兵庫県南部地震以

前には国立研究機関，大学の研究室，民間研究機関がそ

れぞれの研究目的のため独自に強震動観測を行っていた

ため，それぞれのデータを他機関が利用することは容易

ではなかった。気象庁は国の防災の責任機関として公共

の使用を目的として強震動観測を行っていたが，各都道

府県に 1 地点程度の極めて少数の観測点しか配置してい

なかった。兵庫県南部地震は強震動観測が構造物の被害

のメカニズムの解明のみならず，断層破壊過程や波動伝

播特性の研究に重要な役割を果たしていることを改めて

認識させた。 
この地震の後，防災科学研究所による K-NET や

KiK-net の高密度強震観測網の全国的な展開，気象庁に

よる強震波形・震度計網の整備・充実，さらに都道府県

による震度観測網の整備等がなされた。K-NET や

KiK-net による強震動記録は地震発生直後からインター

ネットなどから入手できるようになっており，地震が発

生すると，震源の位置だけでなく，地震のメカニズムや

地震モーメントといった情報が直ちに公表され，多くの

研究者や技術者などに利用されるようになった。 
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図 1 強震動予測の枠組み 



高密度な強震動観測網が構築されたため，2003 年十勝

沖地震など大地震時に広範囲での強震記録が得られるよ

うになり，日本全国がほぼ一定の密度で，地盤増幅や卓

越周期など地震動の特性が明らかになってきた。例えば，

2004 年 9 月 5 日の東海道沖地震（M7.4)は規模が大きく

日本列島からやや離れたところで起こったため，生成さ

れた長周期地震動が太平洋岸を中心として広域の観測点

で記録された。震源から観測点までの距離の違いを考慮

して，幾何学的減衰と伝播媒質のQ 値による減衰を取り

除くと，図 2 に示されるような長周期地震動の揺れやす

さマップができる(入倉・他, 2004)。図から大阪平野では

3 秒～6 秒，濃尾平野では 3 秒～4 秒，関東平野では 6 秒

～10 秒の周期で揺れやすいことがわかる。 
次に，大阪盆地を例にとり堆積盆地内と堆積盆地外及

び震源位置の違いによる観測波形の違いを比較する。図

3に示されるように2000年10月31日に三重県南部で発

      
(a) 周期 3 秒                  (b) 周期 4 秒 

      
(c) 周期 5 秒                  (d) 周期 6 秒 

      
 (e) 周期 7 秒                  (f) 周期 8 秒 

図 2 2004 年 9 月 5 日の東海道沖地震（M7.4)時の長周期地震動の周期ごとの揺れやすさマップ 



生した地震（M5.7）は大阪盆地に近いところ（盆地中央

までの距離が約 90km）で発生し，2004 年 9 月 5 日の東

海道沖地震（M7.4)はやや離れたところ（盆地中央までの

距離が約 230km）で起こっている。これらの地震につい

て，堆積盆地（大阪平野）内の観測点FKS 及び堆積盆地

外の観測点 HSD の観測波形が図 4 に示される。震源が

大阪盆地に近い三重県南部で発生した地震（M5.7）の場

合，堆積盆地外の観測点HSD では，S 波到達後の波形の

振幅はすぐに減衰し継続時間の短い波形となっている。

一方，堆積盆地（大阪平野）内の観測点FKS では，継続

時間が長く，後続波部分では，長周期成分が卓越してい

ることが分かる。震源が遠い東海道沖の地震では，継続

時間が長く，波形の後半部分は長周期成分の卓越する波

形となっている。 
 
３．地下構造の特徴及びモデル化 
ここでは，大阪盆地を例にとり堆積盆地構造の特徴及

びそのモデル化の現状について述べる。大阪盆地は近畿

圏最大の堆積盆地であり，堆積層の最も厚いところは大

阪湾内で 3000m を超える。陸域の堆積層は最も厚いと

ころでも 2000m程度である。 
 

 
図 3 震央位置と観測点位置 
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(a) 三重県南部の地震のHSD での観測波形 
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(b) 三重県南部の地震のFKS での観測波形 
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(c) 東街道沖地震のHSD での観測波形 
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(d) 東街道沖地震のFKS での観測波形 

図 4 観測波形の比較 
 

      

 (g) 周期 9 秒                  (h) 周期 10 秒 
図 2 続き 

FKS 

ABN 

HSD 

2000/10/31 01:42 M5.7

2004/09/05 23:57 M7.4



平野の中央には大阪府豊中市から大阪市を経て岸和田

市に至る上町断層帯，大阪湾には大阪湾断層帯，平野周

辺には六甲・淡路断層帯，有馬-高槻断層帯，生駒断層帯

などがあり，基盤岩と堆積層の境界面形状は複雑に変化

している。厚い堆積層により平野内の地震動は大きく増

幅され，複雑に変化する地下構造により地震動の卓越周

期や継続時間は場所ごとに複雑に変化する。地震防災対

策や構造物の耐震性の評価などには，これら地下構造の

特徴を反映した精度の高い地震動予測が必要となる。 
大阪盆地の堆積地盤構造の調査は，1960 年代に地盤沈

下の対策調査を主な目的として OD1～OD9 の深層ボー

リングが行われ，点の情報に基づいて堆積盆地の形状の

推定がなされた(Ikebe et al.(1970)など)。1995 年兵庫県南

部地震以後に活断層や堆積地盤構造の調査を目的として

ボーリングだけでなく面的調査が初めて行われるように

なった。主な調査方法は，深層ボーリング調査，反射法

地震探査，屈折法探査，微動アレイ探査，重力探査など

である。それと同時に計算機の大メモリー化・高速度化

と数値計算手法の発達により，地震動の 3 次元シミュレ

ーションが可能となり，香川・他(1993)は大阪平野の次

元地下構造モデルを提案し，地下構造調査の情報の増加

とともにモデルの改良を行った（Kagawa et al., 2004）。堀
川・他(2003)は，急激に増加した地下構造の情報を忠実

に反映した 3 次元地下構造モデルを作成した。このモデ

ルは，その後の大阪府による反射法地震探査結果を反映

し改良がなされている(大阪府, 2004)。堀川・他(2003)の
大阪平野地下構造モデルの基盤岩深度を図 5 に示す。こ

のモデルでは，反射法地震探査などから明らかになって

いる大阪平野東側の生駒断層，平野中央の上町断層など，

断層位置での基盤岩深度の急激な変化が忠実に再現され

ている。 
 

 

図5 大阪平野地下構造モデルの基盤岩深度 

(堀川・他, 2003) 

 

４．地震動のシミュレーション及び地下構造モデルの高

精度化 
図 3 に示された三重県南部の地震について，大阪盆地

およびその周辺域における長周期地震動シミュレーショ

ン結果(川辺・他, 2004)が図 6 に示される。解析には，前

述の堀川・他(2003)の地下構造モデルを用い，3 次元差分

法により地震動の計算を行った。堆積盆地外の観測点

HSD（図 6a 参照）では，観測波形をほぼ再現できている。

堆積盆地内のABN(図 6b)では観測波形全体を，FKS（図

6c）では，S 波部分の振幅及び位相をよく再現で来てい

るが，FKS の観測波形の 60 秒から 70 秒に見られるよう

なS波部分よりも大きな振幅を持つ後続波を再現できて

いない地点もある。この特徴的な後続波の卓越周期は 3
秒から 5 秒であり，大阪平野内に建設されている高層建

築物の 1 次固有周期と一致する周期帯である。したがっ

て高層建築物など長周期構造物の耐震設計及び耐震評価，

ならびに長周期構造物に対する地震防災対策のためには，

図 6(c)に示される特徴的な後続波を含めた再現が可能と

なるように新たな地下構造調査や地震記録を用いた地下

構造モデルの改良が必要である。 
地震記録を用いた改良には，川辺・他(2002)が大阪平

野北部地域を対象として行ったフォーワードモデリング

による試行錯誤的な方法の他，逆問題として地下構造の  
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(a) HSD（堆積盆地外） 
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(b) ABN（堆積盆地内） 
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(c) FKS（堆積盆地内） 

図 6 三重県南部の地震の観測波形と計算波形の比較 
(バンドパスフィルター：0.05-0.4Hz) 



推定を行う波形インバージョン手法がある。Aoi et al. 
(1997)は 2 次元地下構造に対して波形インバージョンに

より速度構造の境界面を決定する手法を提案している。

Aoi（2002）は 3 次元地下構造に対して，波形インバージ

ョンにより速度構造を求める手法を提案している。今後，

新たな地下構造探査及び，これらの手法による地下構造

モデルの高精度化が期待される。 
 
５．長周期地震動と長周期構造物被害予測マップ 
大阪盆地の地震防災対策に影響を及ぼす地震のうち，

最も発生確率の高い地震は東海沖から四国沖にかけた南

海トラフ沿いに発生する地震である。この南海トラフ地

震は，歴史的には，紀伊半島沖から駿河湾までの震源と

する安政型の東海地震と紀伊半島沖から四国西端沖を震

源域とする安政型の南海地震が短時日に連続して起こる

場合と駿河湾から四国沖まで広領域が同時に動く宝永型

の地震が繰り返し起こっている。前回の昭和東南海地震

の震源域は紀伊半島から浜松沖までとされ，安政の東海

地震に比べて短かったため，浜松沖から駿河湾に至る領

域が割れ残っていると考えられ，この領域を震源とする

東海地震が発生する可能性が高いことが警告されている。 
内閣府の中央防災会議では，東海・東南海・南海地震

の強震動予測を行い，日本各地の震度分布を計算してい

る（図 7）。しかしながら，この強震動予測は，震度に大

きく影響する地震動の短周期成分を主なターゲットとし

て計算されたものであり，平野内での長周期地震動を適

切に表現しているとは言いがたい。川辺・他（2005）は

想定東南海・南海地震に対して，大阪平野や濃尾平野の

3 次元堆積盆地構造を考慮して長周期地震動を理論的に

評価した。一例として想定南海地震時の大阪平野の最大

速度分布を図8に示す。有効周期は2.5秒～20秒である。

予測地震動の最大速度分布は図 5 に示す地下構造の影響

によって複雑なものとなる。 
入倉・他(2006)では，これらの大阪や名古屋における

長周期地震動予測結果に基づき，長周期構造物の 1 次固

有周期，減衰，構造種別（RC，鉄骨）ごとに耐震性能（最

大変位，最大層間変形角，累積塑性変形倍率など）を評

価し，長周期構造物の被害予測マップを作成している（図

9 及び図 10）。この図では，1 次固有周期 3 秒・4 秒の構

造物では，神戸や大阪平野南部において，周期 5 秒・6
秒の構造物では平野の中央部において最大変位が片振幅

で約 2m，最大層間変形角が 1/100 を上回る結果となって

いる。 
ここでは，地震動の再現精度が十分でない地下構造を

用いて強震動予測，被害予測マップの提案を行っている

が，地下構造モデルの構築・高精度化ができれば，高い

精度の強震動予測が可能となり，このような被害予測や

被害軽減化対策に供する精度の高い資料の作成が可能と

なる。 
 

６．まとめ 
1995 年兵庫県南部地震による大災害を契機として防

災科学研究所による強震動観測網 (K-NET, KiK-net)の構

築，気象庁や都府県による震度計の設置により，全国的

な高密度強震観測網が整備された。それと同時に深部堆

積地盤構造の調査が南関東，中部，近畿などの主要都市

で行われているが，全国的に見ると一部の地域にとどま

っている。堆積盆地および周辺域で観測された強震動記

録は，堆積盆地内の地震動特性の把握及び，地震動シミ

ュレーションとの比較による堆積盆地構造の推定精度の

検証にきわめて重要である。厚い堆積層により盆地内の

地震動は大きく増幅され，複雑に変化する地下構造によ

り地震動の卓越周期や継続時間は場所ごとに複雑に変化

する。推定された大阪盆地の地下構造モデルに基づく地

震動シミュレーション結果は，観測記録の主要動ではよ

く一致するが後続波を精度よく説明できない。地下構造

の調査・モデル化は，強震動予測の高度化の鍵であり，

現存する地下構造に関するデータの収集し，地下構造の

情報が不足している地域での新たな地下構造調査を実施

し，地下構造モデルの高精度化を図ることが不可欠であ

る。また，被害予測や被害軽減対策の信頼性を高めるた

めに，高精度な堆積層の 3 次元地下構造モデルに基づく

長周期地震動の予測が望まれる。 
 

 

図 7 中央防災会議による東海・東南海・南海地震の予

測震度分布 
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図 8 想定南海地震時の大阪平野の最大速度分布 



 

    

(a) 周期 3 秒                     (b) 周期 4 秒 

    
(c) 周期 5 秒                     (d) 周期 6 秒 

図 9 大阪平野における想定南海地震時の周期ごと構造物の最大変位（鉄骨構造，減衰 2%，NS 方向） 

 

  
(a) 周期 3 秒                     (b) 周期 4 秒 

  
(c) 周期 5 秒                     (d) 周期 6 秒 

図 10 大阪平野における想定南海地震時の周期ごと構造物の最大層間変形角（鉄骨構造，減衰 2%，NS 方向）
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